自治労北海道本部第56回定期大会第４号議案　当面の闘争方針（案）別冊抜粋
２．新たな人事評価制度に対する取り組み
１．若干の経過と情勢
(1) 地方公務員の人事管理の原則や等級別基準職務表の条例義務化などを改正の中心とする地方公務員法地公法の改正案について、３月７日に政府は閣議決定し国会へ提出しました。政府原案には自律的労使関係制度や消防職員の団結権付与については未措置であったため、政府提出法案に対しては、最低でも国公法案と同様の付帯決議を求め、等級別基準職務票に関する規定の削除を求めました。しかし、民主党などは政府案に反対したものの、４月11日に与党および一部野党の賛成多数により、衆議院において可決し参議院に送付されました。参議院においては、４月17日に趣旨説明がされ、24日に総務委員会での審議が行われましたが、民主党の反対を押し切り、４月25日に与党など賛成多数で可決・成立しました。
(2) 審議において人事評価制度の導入について、政府より「地方公共団体における人事評価の透明性、客観性、納得性を確保するための枠組みが大事」「職員をはじめ十分な周知と相互の理解をぜひ進めていただきたい」との答弁を引き出しました。その一方、等級別基準職務表のあり方に関しては、規則ではなく条例による位置づけに固執した不満の残る答弁となりました。
(3) 地方公務員法の改正を受けて、法律の施行は「公布日から起算して２年を超えない範囲において政令で定める日」とされましたが、総務省は６月９日に「『地方公務員法等の一部を改正する法律』に関する説明会」を開催しました。この説明会において、自治体当局に対して人事評価制度について2015年４月から試行を開始し、2016年４月から本格実施を行うスケジュールを示すと同時に、各自治体に対して適切な助言などを行うことを明らかにしました。また、地方公務員への人事評価制度の導入がスムーズに行えるよう、「地方公務員における人事評価制度に関する研究会」（以下総務省研究会と略す）を立ち上げ、必要な資料提供等を行うこととしています。
(4) ８月15日には、総務省自治行政局長名で「地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の運用について（通知）」を発出し、人事評価制度に関する規程等の整備や人事評価の定義と評価手法、標準職務遂行能力の例示、評価結果の活用等を解説して、自治体へ導入を促しているところです。一方、総務省研究会においては、６月19日と７月24日の２回開催されており（2014年９月22日現在）、「人事評価制度の構築及び運用に関して留意されるべき事項（素案）」や「人事評価制度実施規程（例）（案）」、「実施要領（運用の手引き）例（案）」が題材に上がりましたが、運用通知にはその一部が掲載されているに止まり、各自治体において十分に活用できる内容とはなっていません。
(5) 今回導入される人事評価制度について総務省は「職員を能力・業績の両面から評価し、任用・給与・分限その他の人事管理の基礎とする」と定義しています。このことは人事評価制度はあくまで「人事管理の基礎」にすぎないものであることを総務省が認めているということであり、仮に任用・給与等の勤務条件への反映を行う場合においては当然交渉事項となると考えられます。さらに、人事評価制度そのものの在り方についても勤務条件に影響を及ぼす可能性がある以上、組合との十分な交渉と協議の上で設計する必要があることを意味しているといえます。
(6) また、道市町村課においては、10月１日に道内の市町村の担当者を集めた説明会を開催することとしており、いよいよ、本格的に新たな人事評価制度の制度設計や導入にむけた検討作業が進められ、同時に等級別基準職務表の条例義務化にむけた議論が進むものと考えられます。 
道本部としては６月に開催した第119回中央委員会において、当面して、新たな人事評価制度の導入に際して、自治体当局に対して要請書を提出し、「評価結果の活用は労使交渉事項である」ことを確認することからスタートさせました。しかし、こうした入り口議論が整理された自治体は全体から見ても少数に止まっており、2014賃金確定期においては、最低限、こうした取り組みを強めて行く必要があります。
２．人事評価制度の導入にあたっての基本的な考え方
(1) 地公法の改正によると、人事評価制度の制度設計や導入は公布後２年以内に施行とされており、具体的には2016年４月頃が想定され、試行期間を十分に確保することを考えると、特に未導入自治体については早急な対応が必要となります。
(2) これまでの総務省との協議も踏まえ「労使の協議、交渉・合意」を前提とすることが必要です。特に、評価結果の活用についてはこれまでの協議や国会等でも交渉事項であると確認されていることを踏まえて、自治体当局と確認します。
(3) この間、自治労は人事評価制度に対しては、４原則（公平・公正、透明、客観、納得）２要件（労働組合の関与・参加、苦情解決制度の構築）を具体的指針として対置し取り組みを進めてきました。今後進められる人事評価制度の導入にあたっては、設計段階から労働組合との十分な協議と合意を求めていくと同時に、４原則２要件の担保と制度の信頼性が確立しない限り、処遇（特に勤勉手当や昇給等）への反映には反対の姿勢で取り組みを進めていきます。
３．人事評価制度導入における具体的な交渉・協議にあたって
具体的対応にあたっては、別記１の「人事評価制度に関わる単組交渉の指針」をもとに取り組むこととします。その交渉にあたっては「Ⅰ　制度導入にあたっての指針」として、まずは制度導入の目的や労使交渉・協議の方法について確認し、その上で、「Ⅱ　具体的な制度設計に関する指針」「Ⅲ　苦情解決制度の構築に関する指針」にもとづき、交渉・協議を進めます。
なお、新たな人事評価制度に対する対策を各単組段階で少しでもイメージ化が可能となるよう、2014賃金確定期に係るブロック別に開催する担当者会議の場において、現在運用されている国家公務員における人事評価制度の概要や、処遇への反映方法、運用通知の解説などを行います。
(1) 道本部の取り組み
道本部は、中央段階における対策として、①総務省からの技術的助言等を想定し、人事評価の導入・結果の活用については、労使間の十分な協議、交渉・合意の必要性についての追及、②「等級別基準職務表」の条例化に関しては、これまでの助言（2005.9.28総行給第119号事務次官通知第２、１、（１）都道府県の例）にとどめること、③公表にあたっては、法律上の規定である「職制上の段階ごと」に沿った大枠を示す程度とすること等の対策が取られることを前提として、北海道市町村課との間ではあくまでも各自治体における決定を尊重することを求め、これらの内容を確認していくこととします。
また、各単組における学習会への対応など、必要な情報提供を行います。
(2) 各単組の取り組み
①　単組は、新たな人事評価制度の導入に係る要求書（別記２）を賃金確定期に提出し、人事評価等に関する今後のスケジュールについて、当局側の考えを明らかにさせるとともに、導入にあたっては労使協議と合意を前提とすることを確認します。
②　人事評価制度の導入にあたっては「人事評価制度に関わる単組交渉の指針」をもとに協議を行います。その際、導入の目的について、特に職員のモチベーションや住民サービスの向上につながるような制度導入であることを確認します。そして、その目的から外れるような内容がある場合は、各自治体において生じている人事管理上の課題（男女間の昇任の差など）とあわせて問題指摘を行い、課題の解消にむけて当局責任を果たすように追及します。
③　試行期間については、評価結果の信頼性が高まるまで継続を求め、最低でも３年間とすることを要求します。ただし、地公法改正のもとで試行期間が十分時確保できない場合は、評価結果の昇給や勤勉手当への反映は管理職員を優先し行い、一般職員については人事評価制度の信頼性が高まってから行うことを求めます。
④　処遇などへの反映する場合は、段階的導入の具体例に基づいて、管理職員から優先して行うこととします。給与への反映は勤勉手当を先行し、昇給については一番最後となるように導入時期を協議します。その際、下位評価者への対応については、この間の裁判例・判例などもふまえ、拙速な分限等につながらないよう協議を求めます。
　　〔段階的導入の具体例〕
	
	管理職員
	一般職員
	備　　考

	
	制度運用
	勤勉手当
	昇給
	制度運用
	勤勉手当
	昇給
	

	第１段階
	○
	×
	×
	×
	×
	×
	

	第２段階
	○
	×
	×
	○
	×
	×
	

	第３段階
	○
	○
	×
	○
	×
	×
	

	第４段階
	○
	○
	×
	○
	○
	×
	

	第５段階
	○
	○
	○
	○
	○
	×
	

	第６段階
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	


※　勤勉手当・昇給への評価結果の反映を本格運用の開始とすれば、それまでの間は試行と位置づけさせる必要がある。
　⑤　国の人事評価制度、導入済みの自治体における対応等も踏まえ、学習会を開催し、導入にあたっての課題の明確化・共有化を図ります。
⑥　すでに人事評価制度が導入されている単組においては、今回の法改正を契機に改めて制度運用を検証し、労使交渉・協議によって必要な改善を行います。また、検証の結果、運用が不当・不公平であるなどの問題が明らかになった場合には、組合員全体として、人事委員会・公平委員会への措置要求などの取り組みを追求します。
⑦　技能労務職に関しては、法律上「等級別基準職務表」の条例化および「級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表」は義務付けられていないことから、一般職に引きずられる形で安易に条例化・公表が行われないように対応し、労働協約締結権の尊重について確認することとします。
４．「等級別基準職務表」の条例化や職員数公表にあたっての具体的な対応
(1) 「等級別基準職務表」の条例化にあたっては、現行制度運用を最低限として、賃金確定期においては賃金制度・昇給運用の改善を重点に取り組みます。
(2) 職制上の段階ごとの職員数の公表に際しても、公表の単位は別表にもとづく職務を基本とすることを求めます。
(3) 技能労務職・公営企業職については、「等級別基準職務表」の条例化および職制上の段階ごとの職員数の公表については義務付けられていないことを明らかにした上で対応します。
〔別表－係制のイメージ（例）〕
	職務の級
	基準となる職務

	１級
	定型的な業務を行う職務

	２級
	高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

主任・専門員の職務

	３級
	困難な業務を行う主任・専門員の職務
係長・主査の職務
総括主任の職務

	４級
	困難な業務を行う係長・主査の職務
総括係長・総括主査の職務
困難な業務を行う総括主任
主幹の職務

	５級
	困難な業務を行う総括係長・総括主査
課長補佐の職務
困難な業務を行う主幹の職務

	６級
	困難な業務を行う課長補佐の職務
特に困難な業務を行う主幹の職務
課長の職務

	７級
	部長の職務
困難な業務を行う課長の職務


〔別記１〕
人事評価制度等に関わる単組交渉の指針（案）
地方自治体に人事評価制度の導入、等級別基準職務表の条例化および級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表等を義務付ける内容の地方公務員法等の改正案が４月25日に成立し、５月14日に公布された。総務省は2015年４月から試行を開始し、2016年４月から本格実施というスケジュールを想定しているため、これまで独自に人事評価制度を導入している自治体以外の自治体では、今後制度の導入にむけた準備が進められることが予想される。
今回導入される人事評価制度について総務省は「職員を能力・業績の両面から評価し、任用・給与・分限その他の人事管理の基礎とする」と定義している。これは人事評価制度はあくまで「人事管理の基礎」にすぎないものであることを総務省が認めているということであり、仮に任用・給与等の勤務条件への反映を行う場合においては当然交渉事項となる。さらに、人事評価制度そのものの在り方についても勤務条件に影響を及ぼす可能性がある以上、組合との十分な交渉と協議の上で設計する必要があることを意味している。
自治労はこの間、「人事制度の民主的な改革をめざして」として、４原則（公平・公正、透明、客観、納得）２要件（労働組合の関与、苦情解決システムの構築）を具体的指針として対置し取り組みを進めてきた。今後進められる人事評価制度の導入に当たっては、設計段階から労働組合との十分な協議と合意、４原則２要件の担保と制度の信頼性が確立しない限り、賃金への反映には反対の姿勢で取り組みを進めていく。そしてその交渉にあたっては「Ⅰ　制度導入にあたっての指針」として、まずは制度導入の目的や労使交渉・協議の方法について確認し、その上で、「Ⅱ　具体的な制度設計に関する指針」「Ⅲ　苦情解決制度の構築に関する指針」にもとづき、交渉・協議を進めることとする。なお、４原則２要件の具体的内容についてはⅡ－２．およびⅢで示している。
また、あわせて等級別基準職務表の条例化および級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表等に対する指針も記載する。
Ⅰ　制度導入にあたっての指針
1.　合目的性の確保
　　人事評価制度を導入する目的を明確にして、納得性を確保する必要がある。
　(１)　人事評価制度は、総人件費削減を目的としないこと。
　(２)　人事評価制度は、職員間に競争や格差をもたらすことを目的とせず、職員の人材育成・能力発揮を促すことを目的とし、その観点で設計すること。あわせて、継続的な能力開発が可能となるよう、総合的人材育成計画を作成し、職員のキャリアアップを支援すること。
　(３)　評価制度の信頼性が確立しない限り賃金への反映は行わないこと。
　(４)　評価結果が良くない職員に対して、研修等適切なフォロー施策を行うこと。フォロー施策の実施にあたっては退職強要を疑われることのないようにすること。
2.　労働組合の関与の確保
　　組合員・職場の目線に立った制度となるよう、労働組合が人事評価制度に関与・参画するシステムを確立する。（＊１）
　(１)　人事評価制度の導入にあたっては、十分な労使交渉・協議を行うこと。
　(２)　人事評価制度の検討に際しては、労使検討委員会等の常設機関を設置すること。
　(３)　人事評価制度の導入後においても、労使交渉・協議のもとで制度・運用改善を行うこと。
　(４)　評価結果の活用については交渉事項であることを確認すること。
3.　導入時の手順と見直しの制度化
　　人事評価制度の導入に際しては拙速を避け、導入後も常に点検を行わなければならない。なお、導入の際は改正法附則第３条第１項の規定にも留意する。（＊２）
　(１)　人事評価制度は、直ちに全職員を対象とするのではなく、まずは管理職を対象とすること。
　(２)　人事評価制度の導入にあたっては、試験的な実施やその他の調査を十分に行うこと。国家公務員の例も踏まえ、十分な試行期間を確保すること。
　(３)　本格的な実施前に、必ず試行内容の確認を行うこと。人事評価制度の導入後には、制度・運用の定期的な見直しを制度化すること。
Ⅱ　具体的な制度設計に関する指針
1.　能力・実績に関わる指針
　　人事評価の対象については、評価対象者区分と能力評価・実績評価を適切に組み合わせなければならない。（＊３）
　(１)　人事評価制度においては、評価対象者の職種、職務、職責、職位に応じ、能力評価と実績評価を適切に組み合わせること。
　(２)　能力評価は長期的な視点に立ったものとし、職務を通じて発揮した能力に着目したものとすること。能力評価の対象は、性別・性格・人格・思想信条など職務に関係のない項目は排除すること。あわせて、職務別の能力要件をあらかじめ具体的に明確にすること。
　(３)　実績評価は、一律的・画一的に導入するのではなく、職務権限に対応し、行政目的の達成に有効と認められ、かつ、業務目標が自主的に設定できる職種・職務や職責に応じたものとすること。（＊４）
　(４)　評価項目・評価基準は中長期的な能力の発展段階に応じた基準とし、職務内容に即して作成されること。
　(５)　標準職務遂行能力については、職制上の段階ごとに求められる能力は、自治体や職場の規模などの要因で組織により異なることから、それぞれの自治体や職場の特性に合わせたものとすること。
2.　評価制度そのものに関する指針
　　「公平・公正」「透明」「客観」「納得」の４原則が担保される評価制度でなければならない。
　(１)　公平・公正の確立
　　　①　現行人事制度の下における、職種間・男女間等の不当な格差を払拭するものであること。
　　　②　絶対評価・加点主義評価を採用すること。（＊５）
　　　③　取得を承認された休暇・休業が原因で評価が下がるような仕組みでないこと。家族的責任に対して適切な配慮があること。
　　　④　障害者が障害のために不利益な評価を受けることがないよう、適切な措置を行うこと。
　　　⑤　議会事務局、教育委員会事務局、病院事務局など首長部局と任命権者が異なる職場に勤務する職員については、首長部局と共通の評価制度とすること。
　(２)　透明性の確保
　　　①　評価項目・評価基準をあらかじめ職員に開示すること。
　　　②　評価基準は、評価者・被評価者にわかりやすいものとすること。
　　　③　評価結果の人員分布の状況について、職種ごとに、男女別、職位別、部署別に公表すること。
　(３)　客観性の確保
　　　①　評価項目・評価基準は職務内容に基づくものとし、性格・人格に関わる評価は絶対に行わないこと。
　　　②　多面的評価を採用し、部下による上司の評価を併せて検討すること。
　　　③　個々の評価者の評価がより公平・公正、客観性が確保されたものとなるよう、評価者訓練（研修）を定期的かつ十分に行うこと。その評価者訓練は、第１次評価者から最終評価者までを対象とすること。（＊６）
　　　④　被評価者の日常業務を把握している職員を第１次評価者とすること。（＊７）
　(４)　納得性の確保
　　　①　評価者と被評価者が対話する仕組みとすること。
　　　②　評価結果について、すべての被評価者に対して文書で本人開示し、説明を行うこと。
　　　③　評価の活用結果も、本人に開示し説明を行うこと。
Ⅲ　苦情解決制度の構築に関する指針
　(１)　労働組合の役員又は推薦者が参加する、公平・公正で中立性の高い苦情解決機関を常設すること。また、構成員の男女比率についても配慮すること。
　(２)　苦情解決機関は、次のとおりとすること。（＊８）
　　　①　非現業職員における「評価結果」の苦情解決については、人事委員会・公平委員会の措置要求制度とは別に、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議と同様の組織形態（労使同数）をもった苦情解決委員会を設置し、これを活用すること。
　　　②　現業職員・公企職員における「評価結果」の苦情解決については、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議を活用すること。
　(３)　苦情解決機関が評価結果・評価手続を不適切と判断した場合、評価結果の修正または再評価の実施を人事当局に対して命じるなどの権限を苦情解決機関に持たせること。
　(４)　苦情解決機関での協議結果は、その都度制度・運用の見直しに反映すること。
　(５)　相談窓口・相談員の設置など、職員がより相談しやすい環境を整備すること。
Ⅳ　等級別基準職務表の条例化等に関する指針
　(１)　「等級別基準職務表」の条例化にあたっては、自治労「等級別基準職務表」モデルを参考に現在の運用について点検し、少なくとも運用に支障のない形での条例化とすること。
　(２)　公表方法についても具体的協議を行うこと。
(３)　技能労務職に関しては、法律上「等級別基準職務表」の条例化および「級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表」は義務付けられていないことから、安易に条例化・公表を行わないこと。また、労働協約締結権の尊重を確認すること。
＜参　考＞
（＊１）人事評価制度に関する労使交渉・協議
１　人事評価制度は、給与・処遇に影響を与えるものであることから、本来は、労使交渉事項とすべきである。労働組合が、人事評価制度の設計・運用に実質的に深く関与・参加することを重視すれば、節目、節目での労使交渉にとどまらず、労使検討委員会の設置などにより、制度の設計・運用について丁寧に労使協議を行っていくことが必要となる。また、仮に、当局が人事評価制度は「管理運営事項」であることを主張して、労使交渉に応じない場合でも、労使協議により労働組合が関与し、意見反映・要求実現をはかっていくことが大切である。
２　実際に、2014年度自治労人事評価制度調査では、119単組が労使検討委員会等の機関を設置し労使交渉・協議を実施したと回答している。
３　また、総務省公務員部公務員課は、『人事制度を考えるヒント21』で自治体の職員団体との意見交換など積み重ねの必要性について、言及している。
『人事制度を考えるヒント21』（総務省公務員部公務員課　2005年４月）11ページ抜粋

	11. 急がば回れ　【職員参加型の制度設計】
　　人事制度を、職員からの信頼性が高く、実際に機能するものにするには、職員の理解が必要と考えられます。そのためには多くの職員の意見を聴き取り、人事制度の中身と同様に従来ブラックボックスであった人事制度の設計過程について工夫することが必要ではないでしょうか。
　　具体的には、各部局・各年齢層の職員を選抜したワーキンググループによる検討、職員への説明・アンケートの実施、職員団体との意見交換などがその手段として考えられるでしょう。
　　こうした手段を積み重ねていくことは、多大な労力と時間がかかることが予想され、一見迂遠なように見えます。しかしながら、このような努力は、人事部門による押し付け型の人事制度ではなく職員の理解に基づいた人事制度を作り上げるために、また、人事制度の設計過程を通じて職員同士が上下関係や職種の違いを超えて互いの立場を理解するために、重要なプロセスであり、結局は大きな成果を得る一番の近道だと思われます。
(注)　下線は自治労が付記


４　さらに、今回の改正法案の審議の際にも、新藤総務大臣は江崎孝参議院議員の職員・職員団体への理解に関する質問に対して「職員を始めとして十分な周知と相互の理解、こういったものを是非進めていただきたい」と答弁している。
	第186通常国会　参議院総務員会　2014年４月24日
○江崎孝議員　是非お願いをいたします。
　国においても、ここまでの流れの中では職員団体との協議を相当やっています。私もその立場にいましたのでよく分かりますけれども、本当にいろいろやって、試行をやって今の段階に行き着いている、そしてなおかつ問題があるという、こういう状況にあります。
　そこで、当報告書においては、人事評価は、評価する側だけではなくて評価される側も制度の趣旨、目的を理解し、相互に協力しながら適切な運用に努めるべきものであることは言うまでもないと指摘をしています。当然ではありますけれども、重要なことです。
　そこで、評価される側の代表者である職員団体に対しても適切な運用のため協力が求められる、これは国がしたように、地方においてもこれは同じような立場で考えていかなければならない、私はそう考えますけれども、大臣のお考えをお聞きします。

	○国務大臣（新藤義孝君）　この人事評価制度の導入に当たりましては、各地方公共団体において、評価の透明性、それから客観性、そして納得性を確保するための枠組み、これを適切に構築されたいと、このように考えております。もとより、それはそれぞれの地方公共団体の任命権者が構築、実施すべきものであります。したがって、その際に、職員を始めとして十分な周知と相互の理解、こういったものを是非進めていただきたいと、このように考えております。


（＊２）地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第三十四号）（抄）
附　則
第三条　第一条の規定による改正前の地方公務員法（以下この条において「旧法」という。）第四十条第一項の規定により施行日前の直近の勤務成績の評定が行われた日から起算して一年を経過する日までの間は、新法第三章第三節の規定にかかわらず、任命権者は、なお従前の例により、勤務成績の評定を行うことができる。
２～５　（略）
（＊３）人事評価の対象
　臨時・非常勤等職員についても、継続的雇用を確立するという自治労方針に照らして、人材育成、能力開発そしてこれに基づく昇給との関わりで人事評価制度の対象とすることが検討されるべきである。
（＊４）目標管理
　業績評価（成績評価）の手法については、民間企業では目標管理の手法が広く使われており、自治体でも７割以上で使っている。目標管理の手法は、柔軟性があり、さまざまに異なる職域・職種の被評価者に対して客観的な評価が可能になる利点があるが、評価者・被評価者ともに習熟に数年から十数年を要し、習熟するまではかえってばらつきが生じやすい、面談や目標設定など評価者・被評価者の双方に負担が大きい、短期的視点の目標に偏りやすいなどの欠点もある。自治体によっては、管理職以外の被評価者には、担当業務ごとの仕事を進めていくにあたっての留意点を期首に記載させ、期末にその留意点が十分に実行できたかどうかを評価しているところもある。
（＊５）絶対評価
　評価制度は差をつけるために行うのではなく、評価の結果を活用して人材育成・能力発揮・適材適所の配置・昇任を適切に行うためのものである。そのためには絶対評価の手法を取らなければ意味がない。このことに関わって、評価結果の相対化と、部局間調整というふたつの問題がある。
１　評価結果の相対化：例えば、数の限られたポストに誰を昇任させるか決めるときには、必然的に相対評価にしかなり得ない、という疑問があるかも知れない。しかし、評価そのものは絶対評価として、この絶対評価結果と例えば年齢・経験年数などの要素とを組み合わせたポスト昇任のルールを別に定める、ということが適切である。また、仮に昇給号給数や勤勉手当の成績率に活用するとしても、例えば、絶対評価の結果と以前に「良好（標準）」を上回る昇給・成績率をいつ受けたかなどを組み合わせてルール化する、などが考えられる。いずれにしても、給与への反映は、人事評価制度そのものとは別に労使交渉でルールを定めるべきである。
２　部局間調整：評価者によって評価結果に甘辛の違いがあり、ばらつきが避けられないことから、評価者ごとの甘辛を上位の評価者によって調整（部局間調整）すべきではないかという意見がある。しかし、このような調整は恣意的なものの入り込む余地が大きく、公平・公正性を確保することは困難である。あくまで絶対評価の原則に従い、時間をかけて評価者訓練、評価者の習熟、評価制度の精度の改善をはかることが重要である。
（＊６）評価者訓練
１　予算や時間の制約を理由に評価者訓練がおろそかにされれば、その時点で公平・公正、客観的な評価制度が成り立たなくなる。各評価者による評価のばらつきを排除するためには、評価基準、手法への深い理解が必要である。
２　また、各評価者が社会通念や歴史的・社会的・文化的に形成されている価値観（ジェンダーバイアスやセクシュアリティーに対する偏見を含む）を前提に評価を行った場合、評価結果が差別につながる危険性がある。
３　さらに、評価には論理誤謬、ハロー効果、中央化傾向など、評価者が陥りやすい誤謬が存在する。
（＊７）第１次評価者
　第１次評価者については、組合員が評価者になるべきかどうか、という問題がある。このことについては、次の点を考慮して、単組・職場の実情に応じて決めるべきである。
１　少なくとも第１次評価者は、被評価者と毎日のように接して、被評価者の仕事を見ている人である必要がある。例えば、保育園の保育士の第１次評価者が本庁にいる児童家庭課長であることがいいとは考えられない。
２　たとえ第１次評価者であっても、評価を通じて被評価者の人材育成・能力発揮にかかわるものであるという視点を忘れることはできない。
３　被評価者と仕事上近い人（例えば係員に対して係長）の意見を聞き、または仕事に関する情報の提供を受けながら、課長（または課長補佐）が第１次評価者として評価するとしている自治体もある。
４　仮に組合員が第１次評価者になる場合であっても、最終的な評価結果に組合員が大きな責任を負うような制度は望ましくない。また、第２次評価者以上は、組合員でない管理職とすべきである。
（＊８）苦情解決制度
１　地公法第８条第１項（人事委員会）、同第２項（公平委員会）は、職員の苦情処理の事務を処理する権限を有することを定めている。この規定にもとづき、単組交渉の指針に示した苦情解決機関をただちに設置できない場合、当面、人事委員会・公平委員会に人事評価の苦情解決機能をもたせることを求める。
２　当局の相談窓口・相談員の設置とあわせて、組合による苦情相談の受付も有効である。
３　人事評価制度の活用としての昇給、勤勉手当の成績率に対して、不満があるときは、非現業職員（個人）は、人事委員会・公平委員会に対し措置要求できる（地公法第46条）。また、任命権者から、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた非現業職員（個人）は、人事委員会・公平委員会に対し、不利益処分不服申し立てを行うことができる（地公法第49条の２）。一方、現業職員および公営企業職員の苦情処理は、苦情処理共同調整会議の設置が地公労法第13条で定められており、組織その他苦情処理に関する事項は、団体交渉で定めるとされている。
　　措置要求や不利益処分不服申し立て、苦情処理共同調整会議での処理の有無にかかわらず、非現業職員、現業・公営企業職員（いずれも個人）は、訴訟を提起することができる。
人事評価制度等に関する苦情解決委員会設置要綱（案)

第１　趣旨
　　人事評価制度の結果等に関する職員の苦情（以下、「苦情」という）を、迅速かつ適切に解決するため、人事評価制度等に関する苦情解決委員会（以下、「委員会」という）の設置及び運営等について必要な事項を定めるものとする。
第２　苦情の範囲等
　1.　委員会において解決する苦情は、次に掲げる事項とする。
　　①　人事評価制度の評価結果（以下、「評価結果」という）についての苦情
　　②　評価者に対する苦情
　　③　その他、人事評価制度全般に関して、主として職員個人を主体とする苦情
　2.　職員は、前項に定める苦情に関して、委員会に対して、口頭又は文書により、当該苦情に関する解決を請求することができる。
第３　委員会の組織等
　1.　委員会は、市長の指名する者及び職員団体の指名する者、各同数をもって組織し、委員○○名により構成する。
　2.　委員の任期は１年とし、○○月○○日から翌年○○月○○日までとする。ただし、再任を妨げない。
　3.　補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
第４　委員会の運営
　1.　職員より苦情解決の請求が行われたときは、速やかに委員会を開催しなければならない。
　2.　委員会は、原則として委員全員の出席により開催する。
　3.　委員会の決定は、出席委員全員の一致を原則とする。
　4.　委員会は、非公開とする。
　5.　委員会は、苦情解決を請求した職員、関係当事者、又は参考人の出席を求め、事情を聴取し、又は資料の提出を求めることができる。
第５　決定事項等
　1.　市長は、委員会が苦情を受理した場合、速やかに当該評価結果について又は評価者に対して必要な措置を講じなければならない。
　2.　審理の結果、苦情の原因が人事評価制度に存在するものと認められた場合、地方公務員法第55条に該当する事項として、必要な措置を講じなければならない。
　3.　委員会は、苦情の解決を決定した場合、７日以内にその内容を苦情解決を請求した職員に通知しなければならない。
第６　秘密の保持
　　委員及び苦情解決に係わる職員は、苦情に関する秘密、その他その職務上知ることのできた秘密を保持しなければならない。
第７　不利益取扱いの禁止
　　市長は、職員が苦情解決を請求したこと、及び苦情解決に関する調査に協力したこと等に起因して、職場において不利益を受けることのないよう配慮しなければならない。
第８　その他
　　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営等に関し必要な事項は別に定める。
〔別記２〕
２０１４年１０月○○日
○○○市（町村）長
　　○　○　○　○　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山　上　　潔
自治労○○地方本部
執行委員長　○　○　○　○
自治労○○○市（町村）職員組合
執行委員長　○　○　○　○
新たな人事評価制度の導入に係る要請書
　日頃より、地方行財政の確立と住民福祉の向上・地域活性化のためにご奮闘されていますことに敬意を表します。
　地方公務員法の改正がすでに５月に公布され、その後、６月には総務省の説明会が行われると同時に８月１５日には、運用通知が出されたことに伴い、各自治体においては、人事評価制度の導入などによる能力及び実績に基づく人事管理の徹底や退職管理の適正を進めることとなります。
　さらに、法律の施行については、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定めるとされており、このままの予定では２０１６年４月頃が導入時期と想定されますが、試行期間を十分に確保することを考えると、早急な対応が必要です。
　ついては、能力及び実績に基づく人事管理の徹底に際して、下記のとおり、要請しますので、貴職においては十分に受け止めて善処願います。
記
１．協議にあたっての要請事項
(1) 新たな人事評価制度の導入等に関する今後のスケジュールについて、早急に明らかにすること。また、評価結果の活用は労働条件の変更につながることから、導入にあたっては労使協議と合意を前提とすること。
(2) 「等級別基準職務表」の条例化にあたっては、現在の運用に支障のない形で条例化すること。また、「級別・職名（職制上の段階）ごとの職員数の公表にあたっては、公表方法等労働組合と十分に協議すること。
(3) 技能労務職員に関しては、「等級別基準職務表」の条例化および「級別・職名（職制上の段階）ごとの職員数の公表」は義務付けられていないので、条例化や公表を行わないこと。
２．新たな人事評価制度の制度設計・運用についての要請事項
(1)　新たな人事評価制度については、その導入目的について、以下の点に留意すること。
①　人事評価制度は、総人件費削減を目的としないこと。
②　人事評価制度は、職員間に競争や格差をもたらすことを目的とせず、職員の人材育成・能力発揮を促すことを目的とし、その観点で設計すること。あわせて、継続的な能力開発が可能となるよう、総合的人材育成計画を作成し、職員のキャリアアップを支援すること。
③　評価制度の信頼性が確立しない限り賃金への反映は行わないこと。
④　評価結果が良くない職員に対して、研修等適切なフォロー施策を行うこと。フォロー施策の実施にあたっては退職強要を疑われることのないようにすること。
(2) 制度導入時には以下の手順で行うとともに、随時、制度の見直しを行うこと。
　①　人事評価制度は、直ちに全職員を対象とするのではなく、まずは管理職を対象とすること。
②　人事評価制度の導入にあたっては、試験的な実施やその他の調査を十分に行うこと。国家公務員の例も踏まえ、十分な試行期間を確保すること。
③　本格的な実施前に、必ず試行内容の確認を行うこと。人事評価制度の導入後には、制度・運用の定期的な見直しを制度化すること。
(3) 具体的な制度設計にあたっては以下の点について、留意して制度設計すること。
①　能力・実績評価について
ア）人事評価制度においては、評価対象者の職種、職務、職責、職位に応じ、能力評価と実績評価を適切に組み合わせること。
イ）能力評価は長期的な視点に立ったものとし、職務を通じて発揮した能力に着目したものとすること。能力評価の対象は、性別・性格・人格・思想信条など職務に関係のない項目は排除すること。あわせて、職務別の能力要件をあらかじめ具体的に明確にすること。
ウ）実績評価は、一律的・画一的に導入するのではなく、職務権限に対応し、行政目的の達成に有効と認められ、かつ、業務目標が自主的に設定できる職種・職務や職責に応じたものとすること。
エ）評価項目・評価基準は中長期的な能力の発展段階に応じた基準とし、職務内容に即して作成されること。
オ）標準職務遂行能力については、職制上の段階ごとに求められる能力は、自治体や職場の規模などの要因で組織により異なることから、それぞれの自治体や職場の特性に合わせたものとすること。
　②　人事評価制度については、「公平・公正」「透明」「客観」「納得」の４原則が担保される評価制度とすること。具体的には以下について、十分に配慮した制度とすること。　
ア）公平・公正性について
　　　ⅰ）現行人事制度の下における、職種間・男女間等の不当な格差を払拭するものとすること。
ⅱ）絶対評価・加点主義評価を採用すること。
ⅲ）取得を承認された休暇・休業が原因で評価が下がるような仕組みでないこと。家族的責任に対して適切な配慮があること。
ⅳ）障害者が障害のために不利益な評価を受けることがないよう、適切な措置を行うこと。
ⅴ）議会事務局、教育委員会事務局、病院事務局など首長部局と任命権者が異なる職場に勤務する職員については、首長部局と共通の評価制度とすること。
イ）透明性の確保について
　　　ⅰ）評価項目・評価基準をあらかじめ職員に開示すること。
　　　ⅱ）評価基準は、評価者・被評価者にわかりやすいものとすること。
ⅲ）評価結果の人員分布の状況について、職種ごとに、男女別、職位別、部署別に公表すること。
ウ）客観性の確保について
　　　ⅰ）評価項目・評価基準は職務内容に基づくものとし、性格・人格に関わる評価は絶対に行わないこと。
ⅱ）多面的評価を採用し、部下による上司の評価を併せて検討すること。
ⅲ）個々の評価者の評価がより公平・公正、客観性が確保されたものとなるよう、評価者訓練（研修）を定期的かつ十分に行うこと。その評価者訓練は、第１次評価者から最終評価者までを対象とすること。
　　　ⅳ）被評価者の日常業務を把握している職員を第１次評価者とすること。（＊７）
エ）納得性の確保について
　　　ⅰ）評価者と被評価者が対話する仕組みとすること。
ⅱ）評価結果について、すべての被評価者に対して文書で本人開示し、説明を行うこと。
ⅲ）評価の活用結果も、本人に開示し説明を行うこと。
(4) 新たな人事評価制度の導入にあたっては、苦情解決制度を設け、以下の点について留意すること。
①　労働組合の役員又は推薦者が参加する、公平・公正で中立性の高い苦情解決機関を常設すること。また、構成員の男女比率についても配慮すること。
②　苦情解決機関は、次のとおりとすること。
　　ア）非現業職員における「評価結果」の苦情解決については、人事委員会・公平委員会の措置要求制度とは別に、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議と同様の組織形態（労使同数）をもった苦情解決委員会を設置し、これを活用すること。
イ）現業職員・公企職員における「評価結果」の苦情解決については、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議を活用すること。
③　苦情解決機関が評価結果・評価手続を不適切と判断した場合、評価結果の修正または再評価の実施を人事当局に対して命じるなどの権限を苦情解決機関に持たせること。
④　苦情解決機関での協議結果は、その都度制度・運用の見直しに反映すること。
⑤　相談窓口・相談員の設置など、職員がより相談しやすい環境を整備すること。
(5) 等級別基準職務表の条例化等については、以下のとおり検討すること。
①　「等級別基準職務表」の条例化にあたっては、自治労「等級別基準職務表」モデルを参考に現在の運用について点検し、少なくとも運用に支障のない形での条例化とすること。
②　公表方法についても具体的協議を行うこと。
③　技能労務職に関しては、法律上「等級別基準職務表」の条例化および「級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表」は義務付けられていないことから、安易に条例化・公表を行わないこと。また、労働協約締結権の尊重を確認すること。
以上
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